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第１１回宮崎大学役員会（戦略会議）議事要旨

日 時 平成１７年１２月６日（火） １４：００～１６：００

場 所 宮崎大学事務局大会議室（事務局棟４階）

委 員 住吉学長、名和理事、碇理事、江藤理事、大谷理事、吉良理事

オブザーバ 水光副学長、谷本副学長、岩切監事、木下監事

列席者 北村経営統括監、川畑企画調整部長、山根財務部長、梶川施設環境部長、橋口学務部長、

金城学術研究協力部長、羽室企画調整課長、西山人事課長、田島財務課長、大園評価課長、外

議 事

１．産学連携推進体制について

名和理事から、資料１により、知的財産の一元的管理及び共同研究等推進による研究の活性

化、窓口一本化のワンストップサービスによる産学連携の推進を図るために、知的財産本部を

廃止し地域共同研究センターを改組して産学連携推進センターを設置したいとの提案があり、

その組織体制及び業務内容等について説明があった。

また、学長から、産学連携推進体制、国際戦略及び地域連携・国際交流推進体制の組織整備

等については、大学全体的な機構の改革として対応したいと考えており、産学連携は大学とし

て一本化して対応する必要があり、人的資源及び財政的な面を含め有効に活用し業務がスムー

ズに流れるようにする必要がある旨発言があった。

審議の結果、原案どおり産学連携推進センターの設置にむけて検討を進めていくことで承認

された。

２．宮崎大学の国際戦略について

３．地域連携・国際交流推進体制の組織整備（案）について

上記２件については関連した事項であるため資料２・３併せて以下のような説明と提案がな

された。

名和理事から、大学の教育、研究、社会連携や地域貢献及び国際交流等について、外部から

は大学の窓口が見えにくいとの声があるため、社会に対するこれらの窓口を一本化したい。

従って、国際交流推進体制については、現在の国際交流推進室を解消し、国際交流戦略センタ

ー（仮称）として学術研究協力課の国際交流担当窓口と学務部の留学生担当窓口を一つにして

大学として組織だって対応していきたい旨説明があった。

また、大谷事務局長から、本学の産学連携部門以外の地域連携の体制として生涯学習育研究

センターと大学教育企画センターを発展的に改組して教育センター（仮称）とし、地域連携部

門及び学内の教育企画部門を充実させるとともにスタッフの配置及び事務組織についても一本

化した体制をとっていきたいとの説明があった。

学長から、生涯学習教育研究センターと大学教育企画センターを併せて改組し、どのように

、 、教育センターとして吸収していくかはいくつかの問題があり 他の４学部それぞれの地域連携

地域貢献との問題も含めて調整し検討する必要があるとの発言があった。なお、今後の対応に

ついては、碇理事と事務局長とで生涯学習教育研究センター及長び大学教育企画センター長と

調整しながら進めていただきたい旨発言があった。

審議の結果、国際交流戦略センターを国際連携センター、教育センターを地域連携・教育研

究センターという名称とし、産学連携推進センターの設置と併せて３つのセンターで地域連携

・国際交流推進体制の整備を進めていくことで了承された。

報告事項

１．平成１７年度事業計画実施状況について

水光副学長から、資料４により中期・目標計画における平成１７年度事業計画の中間実施状

況報告がまとまったとの報告と、その総事業計画数２４１項目のうち実施状況の判断がⅡ（年

度計画を十分に実施できてない）のものが４９項目あるので、各統括担当理事及び担当部署は
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年度内に実施出来るよう対応して欲しいとの依頼があった。

２．大学改革シンポジウムについて

谷本副学長から、席上配布資料により１１月２９日に開催された国立大学協会主催の「第３

回大学改革シンポジウム－教員の資質向上と教職大学院－」についての報告があった。

また、教職大学院の対応について、今後県教育委員会と学部との連絡協議会を開き具体的な

内容を検討していく予定であるとの報告もあった。

３．その他

(1) 主要委員会等の審議状況報告

・碇理事から、大学教育委員会、アドミッション専門委員会、学生委員会及び人事制度等委

員会等の検討状況について報告があった。

・江藤理事から、財務委員会の検討状況について報告があった。

また、１２月１日・２日に開催された国立大学病院セミナーの報告があった。

・名和理事から、大学研究委員会、国際交流推進室及び広報戦略室の検討状況について報告

があった。

・水光副学長から、中期目標計画の平成１８年度の年度計画を１２月２０日までに提出願た

いとの依頼があった。

(2) コンサルタント登録について

名和理事から、独立行政法人国際協力機構から、コンサルタント登録の承認を得たので今

後 との連携協定を進めていきたいとの報告があった。JICA

次回の役員会について

次回の役員会（戦略会議）は、１月１９日（木）１４時４０分からの開催を予定している旨報告

があった。


